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令
和
４
年
中

令
和
４
年
中  

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

人口段階別
（市）

ハラスメント
研修実施

5万人未満
(297) 27(9.1%)

5～10万人
未満(237) 31(13.1%)
10～20万人
未満(149) 22(14.8%)
20～30万人
未満(47) 6(12.8%)

30～40万人
未満(30) 7(23.3%)

40～50万人
未満(20) 2(10.0%)

50万人以上
(15) 4(26.7%)

指定都市
(20) 6(30.0%)

全　市
(815) 105(12.9%)

表① 議員を対象とした
ハラスメント研修の実施状況

(単位＝市数)

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修 

12・9
％

実
施

前
号
で
は
、
全
市
を
対
象

と
し
て
実
施
し
た
令
和
４
年

中
の
市
議
会
の
活
動
に
関
す

る
調
査
結
果
の
中
か
ら
、
議

会
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
踏
ま
え
、

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
導
入
状

況
、
委
員
会
の
オ
ン
ラ
イ
ン

開
催
の
ほ
か
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を

活
用
し
た
議
会
の
情
報
発
信

本
紙
前
号
に
続
き
、「
令
和
５
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
の
一

部
を
掲
載
す
る
（「
市
」
は
東
京
都
特
別
区
を
含
む
。
調
査
期
間
は
令
和
４
年
。
カ
ッ
コ

内
の
％
は
記
載
が
な
い
限
り
、
調
査
対
象
の
８
１
５
市
区
に
対
す
る
割
合
）。

ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
94
市

（
研
修
実
施
市
の
89
・
５
％
）、

妊
娠・出
産・育
児
ま
た
は
介

護
に
関
す
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

が
64
市
（
同
61・０
％
）、
パ

ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
99
市

（
同
94・３
％
）、そ
の
他
（
モ

ラ
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
、
ジ
ェ

議
員
を
対
象
と
し
た
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
研
修
は
、
１
０
５

市
（
12・９
％
）
が
実
施
し
た

（
表
①
）。

研
修
の
対
象
と
し
た
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
は
、
セ
ク
シ
ュ
ア

（性的な言動等に起因する問題への対応）
第９条　国及び地方公共団体は、政治分野における
男女共同参画の推進に資するよう、公選による公
職等にある者及び公職の候補者について、性的な
言動、妊娠又は出産に関する言動等に起因する問
題の発生の防止を図るとともに、当該問題の適切
な解決を図るため、当該問題の発生の防止に資す
る研修の実施、当該問題に係る相談体制の整備そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。

政治分野における男女共同参画の推進に関する法律政治分野における男女共同参画の推進に関する法律

に
関
す
る
調
査
結
果
を
掲
載

し
た
。

今
号
は
、
令
和
３
年
６
月

の
「
政
治
分
野
に
お
け
る
男

女
共
同
参
画
の
推
進
に
関
す

る
法
律
」
の
一
部
改
正
（
左

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修

昨
年
の
調
査
で
は
、
議
員

本
人
の
出
産
を
会
議
規
則
に

欠
席
事
由
と
し
て
規
定
し
て

い
る
市
は
７
６
５
市
（
93
・

９
％
）
だ
っ
た
が
、
令
和
４

年
、
新
た
に
29
市
が
増
加
し
、

７
９
４
市
（
97
・
４
％
）
と

な
っ
て
い
る
。

会
議
規
則
に
規
定
さ
れ
て

い
る
欠
席
事
由
お
よ
び
規
定

市
数
は
、
表
②
の
と
お
り
と

な
っ
て
い
る
。

出
産
・
育
児
・
介
護
等

出
産
・
育
児
・
介
護
等

欠
席
規
定

欠
席
規
定

公 務 疾 病 育 児 看 護 介 護
758

（93.0%）
791

（97.1%）
783

（96.1%）
776

（95.2%）
781

（95.8%）

表② 会議規則に規定されている欠席事由
(単位＝市数)

※災害、忌引など。

配偶者の
出産補助

出 産
（議員本人）

（その他の）
やむを得ない事由 その他※

779
（95.6%）

794
（97.4%）

762
（93.5%）

45
（5.5%）

97
・
４
％

出
産
欠
席
規
定

上
）
や
４
年
12
月
の
第
33
次

地
方
制
度
調
査
会
答
申
を
踏

ま
え
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修

な
ど
男
女
共
同
参
画
に
関
す

る
調
査
結
果
を
中
心
に
掲
載

す
る
。

ン
ダ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
）

が
14
市
（
同
13・３
％
）
だ
っ

た
。実

施
し
た
研
修
の
形
態

は
、
専
門
家
に
よ
る
講
演
が

93
市
（
研
修
実
施
市
の
88
・

６
％
）、
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
が
１
市
（
同

１・０
％
）、
そ
の
他
が
13
市

（
同
12・４
％
）
と
な
っ
た
。

議
会
に
お
け
る
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
相
談
体
制
の
整
備
状
況

に
つ
い
て
は
、議
会
の
内
部
に

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

相

談

体

制

相

談

体

制

相
談
窓
口
を
設
置
し
た
市
が

19
市
（
２・３
％
）、外
部
に
相

談
窓
口
を
設
置
し
た
市
が
４

市
（
０・５
％
）、そ
の
他
が
10

市
（
１・２
％
）
だ
っ
た
。

■「議会の内部に相談窓口を設置した」
とは、議長や議会事務局長等が相談
窓口になっているもの。

■「議会の外部に相談窓口を設置した」
とは、執行機関の相談窓口の利用
や、市役所外部（弁護士事務所など）
に相談窓口業務を委嘱したもの。

※ただし、法テラスや総合労働相談コー
ナー（労働局や労働基準監督署）等
を周知しただけの場合は除く。

https://www.si-gichokai.jp
https://www.si-gichokai.jp
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令
和
４
年
末
に
議
会
モ
ニ

災
害
対
応
方
針
等

災
害
対
応
方
針
等

押

印

廃

止

押

印

廃

止

「押印」を「署名又
は記名押印」に改
めた

「押印」を削除
（署名又は押印不要）

会議規則を改
正していない
（押印が必要）

その他
※

676
（82.9%）

15
（1.8%）

48
（5.9%）

76
（9.3%）

表⑤　請願に係る会議規則（標準市議会会議規則
	 第 139条）の改正状況 (単位＝市数)

※その他は、標準市議会会議規則改正以前から「署名又は記
名押印」等に改正済み。

モ
ニ
タ
ー
制
度
・

モ
ニ
タ
ー
制
度
・

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

議

会

報

告

会

議

会

報

告

会

令
和
４
年
中
に
議
会
報
告

会
を
開
催
し
た
市
は
３
２
８

市
（
40・２
％
）。

議
会
基
本
条
例
に
基
づ
く

議
会
報
告
会
を
開
催
し
た
市

は
２
９
１
市（
35・７
％
）。申

し
合
わ
せ
等
に
基
づ
く
議
会

報
告
会
を
開
催
し
た
市
は
37

市
（
４・５
％
）
だ
っ
た
。

４
年
中
に
開
催
さ
れ
た
議

会
報
告
会
の
主
な
内
容
に
つ

い
て
、
議
会
報
告
会
を
開
催

し
た
市
に
対
す
る
割
合
と
と

も
に
表
③
に
ま
と
め
た
。

報告のみ 意見交換のみ 報告及び
意見交換 その他

23
（7.0%）

74
（22.6%）

206
（62.8%）

50
（15.2%）

表③ 議会報告会の主な内容
(単位＝市数)

表の％は議会報告会を開催した 328 市（291 市 +37 市）に対する割合

タ
ー
制
度
を
採
用
し
て
い
る

市
は
39
市
。
直
近
５
年
の
採

用
状
況
の
推
移
は
グ
ラ
フ
①

の
と
お
り
。

４
年
中
に
議
会
に
お
い
て

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を

実
施
し
た
市
は
96
市
（
11
・

８
％
）、住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
を
実
施
し
た
市
は
１
１
４

市
（
14・０
％
）
だ
っ
た
。

議
会
と
大
学
等
と
の
協
定

を
締
結
し
て
い
る
市
は
36
市

（
４・４
％
）
だ
っ
た
。

議
会
独
自
の
災
害
対
応

方
針
を
制
定
し
て
い
る
市

は
、
６
４
１
市
（
78・７
％
）

で
、
こ
の
う
ち
、
２
５
２
市

（
30・９
％
）
が
議
会
Ｂ
Ｃ
Ｐ

と
し
て
制
定
し
て
い
る
。

災
害
対
応
方
針
の
中
に
感

染
症
対
応
を
規
定
し
て
い
る

市
は
２
６
７
市
と
な
っ
て
い

る
（
表
④
）。

議会独自の災害対応方針 災害対応方針
に感染症対応
を規定

議会BCP
として制定

令和3年 617
（75.7%）

226
（22.7%）

245
（30.1%）

令和4年 641
（78.7％）

 252
（30.9%）

267
（32.8%）

表④ 議会の災害対応方針の制定状況
(単位＝市数)

表の％はいずれも全 815 市に対する割合

+24市⬇ +26市⬇ +22市⬇

政

務

活

動

費

政

務

活

動

費

令
和
４
年
末
時
点
で
政

務
活
動
費
を
交
付
し
て

い
る
市
は
７
２
４
市
（
88

・
８
％
）、
交
付
し
て
い

な
い
市
が
89
市
（
10
・
９	

％
）、
そ
の
他
（
交
付
を
凍
結

、特
例
条
例
に
よ
り
一
時
的
に

交
付
を
停
止
）
が
２
市
（
０
・

２
％
）
だ
っ
た
。

※ＢＣＰ…不測の事態が発生し
ても、重要な事業を中断させな
い、または中断しても可能な限
り短い期間で復旧させるため
の方針、体制、手順等を示し
た計画のこと

（内閣府発行『事業継続ガイドライン』より）

グラフ① 議会モニター制度の採用状況（直近５年）

政
務
活
動
費
の
交
付
対
象

を
表
⑥
に
、
議
員
１
人
あ
た

り
の
交
付
月
額
を
表
⑦
に
ま

と
め
た
。

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
収
支

報
告
書
等
を
公
開
し
て
い
る

市
は
６
６
３
市
（
政
活
費
交

付
市
の
91
・
６
％
）
だ
っ
た
。

そ
の
公
開
状
況
を
表
⑧
に
ま

と
め
た
。

25

30

35

40

4年3年2年令和元年平成30年

32

29
31

38
39

(単位＝市数)表⑦　政務活動費の議員1人あたりの交付月額

1万円未満 1～2
万円未満

2～3
万円未満

3～5
万円未満

5～10
万円未満

10～20
万円未満

20～30
万円未満

30万円
以上

38
（5.2%）

243
（33.6%）

176
（24.3%）

117
（16.2%）

81
（11.2%）

47
（6.5%）

9
（1.2%）

13
（1.8%）

※％は政務活動費を支給している724市に対する割合

表⑥　政務活動費の交付対象

会 派 議 員 会派又は
議 員

会派及び
議 員 選択制 その他

270
（37.3%）

170
（23.5%）

214
（29.6%）

18
（2.5%）

47
（6.5％）

5
（0.7％）

(単位＝市数)

※％は政務活動費を支給している724市に対する割合

収支報告書 領収書 会計帳簿 支出伝票 活動報告書
視察報告書 その他

559
（84.3%）

393
（59.3%）

207
（31.2%）

121
（18.3%）

352
（53.1%）

274
（41.3%）

表⑧　ホームページ上での収支報告書等の公開状況 (単位＝市数)

表⑧の％はHP上で収支報告書等を公開している663市に対する割合

政
府
の
地
方
行
政
の
デ
ジ

タ
ル
化
政
策
の
一
環
で
押
印

廃
止
の
流
れ
に
合
わ
せ
た
令

和
３
年
の
本
会
標
準
書
式
例

の
見
直
し
で
、
会
議
規
則
及

び
委
員
会
条
例
等
に
基
づ
く

書
式
へ
の
押
印
が
不
要
と

さ
れ
た
こ
と
で
５
９
２
市

（
72・６
％
）
で
書
式
へ
の
押

印
を
廃
止
し
て
い
る
。

ま
た
、
同
３
年
の
標
準
市

議
会
会
議
規
則
の
改
正
で
盛

り
込
ま
れ
た
請
願
に
係
る
押

印
の
廃
止
を
踏
ま
え
た
会
議

規
則
の
改
正
状
況
は
、
表
⑤

の
と
お
り
と
な
っ
て
い
る
。
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議
会
人
事

▼
議
長

▽
日
高	

鈴
木
健
夫（
5・16
）

▽
二
戸	

内
沢
真
申（
8・9
）

▽
三
郷	

鈴
木
深
太
郎（
8・9
）

▽
向
日	

上
田　
雅（
8・18
）

▽
八
幡
浜	

樋
田　
都（
8・21
）

▽
久
慈	

濱
欠
明
宏（
8・22
）

▽
知
立	

小
林
昭
弌（
8・28
）

▽
松
原	
河
内　
徹（
8・28
）

▽
土
佐
清
水

	
作
田
喜
秋（
8・28
）

▽
仙
台	
橋
本
啓
一（
8・31
）

▽
勝
山	

下
牧
一
郎（
9・1
）

▽
小
矢
部	

山
室
秀
隆（
9・6
）

▽
大
竹	

北
地
範
久（
9・6
）

▽
盛
岡	

遠
藤
政
幸（
9・11
）

▽
多
賀
城	

森
長
一
郎（
9・11
）

▽
郡
山	

佐
藤
政
喜（
9・11
）

▽
益
田	

福
原
宗
男（
9・12
）

▽
高
砂	

藤
森　
誠（
9・13
）

▼
副
議
長

▽
日
高	

和
田
貴
弘（
5・16
）

▽
三
郷	

篠
田
正
巳（
8・9
）

▽
二
戸	

出
堀
満
則（
8・10
）

▽
向
日	

丹
野
直
次（
8・18
）

▽
久
慈	

下
川
原
光
昭（
8・22
）

▽
知
立

	

山
崎
り
ょ
う
じ（
8・28
）

▽
松
原	

鍋
谷　
悟（
8・28
）

▽
土
佐
清
水

	

永
野
裕
夫（
8・28
）

▽
仙
台	

鈴
木
広
康（
8・31
）

▽
観
音
寺	

篠
原
重
寿（
8・31
）

▽
勝
山	

近
藤
栄
紀（
9・1
）

▽
小
矢
部	

加
藤
幸
雄（
9・6
）

▽
大
竹	

寺
岡
公
章（
9・6
）

▽
直
方	

渡
辺
幸
一（
9・8
）

▽
盛
岡	

大
畑
正
二（
9・11
）

▽
郡
山	

廣
田
耕
一（
9・11
）

▽
益
田	

中
島
賢
治（
9・12
）

▽
高
砂	

石
﨑　
徹（
9・13
）

▼
事
務
局
長

▽
四
国
中
央

	

石
川
元
英（
4・1
）

▽
南
あ
わ
じ

	

船
本
有
美（
8・30
）

▽
品
川	

大
澤
幸
代（
9・1
）

市　章

【
市
の
概
要
】

▽
人
口　
２
万
１
６
３
４
人

（
令
和
５
年
８
月
31
日
）

▽
面
積　
４
２
２・91
㎢

▽
歴
史
・
沿
革　
平
成
16
年

４
月
に
兵
庫
県
養
父
郡
の
４

町
が
合
併
し
「
養
父
市
」
が

成
立
し
た
。
県
北
部
の
但
馬

地
域
中
央
に
位
置
し
、
西
部

は
氷
ノ
山
や
鉢
伏
山
、
北
部

は
妙
見
山
な
ど
美
し
い
自
然

に
囲
ま
れ
て
い
る
。
平
成
26

年
３
月
、
中
山
間
地
域
農
業

に
お
け
る
改
革
拠
点
と
し
て
、

国
家
戦
略
特
別
区
域
に
指
定

さ
れ
た
。
企
業
に
よ
る
農
地

取
得
の
特
例
な
ど
規
制
緩
和

に
よ
る
多
様
な
農
業
の
担
い

手
を
確
保
し
、
耕
作
放
棄
地

の
解
消
や
地
域
経
済
の
活
性

化
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

▽
シ
ン
ボ
ル　
市
章
の
三
角

形
は
県
下
最
高
峰
の
氷
ノ
山

を
象
徴
し
、
向
か
い
合
う
２

本
の
ラ
イ
ン
は
養
父
市
を
流

れ
る
八
木
川
と
大
屋
川
を
表

し
て
い
る
。
市
花
は
ミ
ズ
バ

シ
ョ
ウ
、
市
木
は
ブ
ナ
。

【
議
会
の
概
要
】

▽
議
員
定
数　

16
人
（
現

在・男
性
15
人
、
女
性
１
人
）

▽
前
回
選
挙　
令
和
２
年
10

月
18
日
。
立
候
補
17
人
。
投

票
率
73・51
％
。

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス　
平
成

22
年
３
月
に
議
会
基
本
条
例

を
制
定
し
、
議
会
モ
ニ
タ
ー

の
設
置
、
年
２
回
の
議
会
報

告
会
な
ど
議
会
改
革
に
取
り

組
ん
で
い
る
。
令
和
３
年
12

月
よ
り
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
導
入

し
、
議
会
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
取
組

も
始
め
て
い
る
。

全ての農地に稲穂がよみがえった
能座地区（写真提供＝養父市）

養
父
市
は
、
兵
庫
県
の
北

部
に
位
置
し
、
中
山
間
地
域

の
過
疎
地
に
あ
る
小
さ
な
ま

ち
で
す
。

国
や
全
国
の
地
方
自
治
体

に
、
少
子
高
齢
化
対
策
が
問

わ
れ
久
し
く
な
り
ま
す
。
そ

の
よ
う
な
中
、当
市
で
は「
国

家
戦
略
特
区
」
の
指
定
を
受

け
、
中
山
間
地
域
の
新
た
な

価
値
創
造
に
挑
戦
し
、
今
年

度
で
10
年
目
を
迎
え
ま
す
。

ま
た
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
保
有
率
は
、
全
国

の
特
別
区
・
市
の
中
で
１
位

と
な
り
ま
し
た
。

今
後
も
当
市
特
産
品
の

「
朝
倉
山
椒
」
に
ち
な
み
、

「
山
椒
は
、
小
粒
で
ピ
リ
リ

と
辛
い
」
の
心
意
気
で
全
国

に
猛
ア
ピ
ー
ル
し
て
い
き
ま

す
。 議

長
の
話

議
長
の
話

養

父

市

副
会
長
市
紹
介

第5回第 5回

西
に し だ

田 雄
ゆういち

一 議長

▽
守
山
市
（
滋
賀
県
）

〒
５
２
４
―
８
５
８
５

守
山
市
吉
身
２—

５
―
22

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号

は
変
更
な
し

議
場
家
具
は
滋
賀
県
内
で

産
出
さ
れ
た
木
材
「
び
わ
湖

材
」
を
活
用
し
て
い
る
ほ
か
、

災
害
時
に
は
議
場
と
隣
接
し

た
「
防
災
対
策
室
」
と
連
携

し
た
利
用
も
可
能
と
な
っ
て

い
る
。

守山市役所新庁舎
（写真提供＝守山市）

議場
（同左）

新
庁
舎
落
成

東
北
部
会
長
市
の
仙
台
市

で
議
長
交
代
が
あ
り
、
本
会

部
会
長
に
欠
員
が
生
じ
た
た

め
、
役
員
補
欠
選
任
を
書
面

に
よ
り
行
っ
た
。
後
任
に
は
、

同
市
の
橋
本
啓
一
議
長
が
9

月
7
日
付
で
選
任
さ
れ
た
。

橋本東北部会長
（仙台市）

役
員
補
欠
選
任

役
員
補
欠
選
任

東
北
部
会
長

東
北
部
会
長
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令
和
５
年
５
月
か
ら
７
月
に
全
国
の
市
区
議
会
で
可
決
さ
れ
た
意
見
書
・
決
議
の

う
ち
、
本
会
に
報
告
の
あ
っ
た
も
の
を
取
り
ま
と
め
た
。
件
数
の
多
い
順
に
主
な
内

容
を
紹
介
す
る
。

最
近
の
意
見
書
・
決
議
の
動
向

最
近
の
意
見
書
・
決
議
の
動
向

（

）

令
和
５
年
５
月
～
７
月

	 件　　名	 意見書	 決議	
〇特別支援学校・学級等への教員	 95	 ―
　等の適切な配置
〇義務教育費国庫負担制度の堅持	 81	 ―
〇地方財政の充実・強化	 72	 ―
〇少人数学級の推進	 42	 ―	
〇国における令和 6年度教育予算	 42	 ―
　拡充
〇教職員定数改善	 41	 ―
〇薬剤耐性菌感染症の蔓延防止へ	 41	 ―
　の取り組み体制の強化	
〇学校給食の無償化	 37	 ―	
〇生物多様性の保全・ネイチャー	 25	 ―
　ポジティブの対策の強化
〇森林環境譲与税の譲与基準の見	 17	 ―
　直し
〇保育士の配置基準の見直し	 14	 ―	
　【小計】	 506	 ―
〇その他	 261	 29	
【総合計】	 678	 29

※「義務教育費国庫負担制度の堅持」「少人数学
級の推進」「国における令和 6年度教育予算拡充」
「教職員定数の改善」のうち複数を求める意見書を
それぞれに計上したため、意見書の合計は小計、
総合計の件数と一致しない
※件名は代表的なもので、同内容のものも含めている
※意見書・決議の件数が多い順に掲載

5 月から 7月に可決した意見書・決議の状況

※
「
本
会
に
報
告
の
あ
っ
た

件
数
」
と
は
、
各
市
区
議
会

か
ら
本
会
Ｈ
Ｐ
の
「
議
会
事

務
局
専
用
ペ
ー
ジ
」
の
オ
ン

ラ
イ
ン
調
査
・
回
答
シ
ス
テ

ム
に
入
力
さ
れ
た
意
見
書
・

決
議
を
集
計
し
た
も
の
で
す

（
一
部
郵
送
分
の
手
集
計
を

含
む
）
。

な
お
、
各
市
区
議
会
か
ら

本
会
Ｈ
Ｐ
の
オ
ン
ラ
イ
ン
調

査
・
回
答
シ
ス
テ
ム
に
入
力

さ
れ
た
意
見
書
・
決
議
（
平

成
16
年
以
降
の
も
の
）
は
、

「
事
務
局
専
用
ペ
ー
ジ
」
か

ら
検
索
し
、
閲
覧
で
き
ま
す
。

特
別
支
援
学
校
・
学
級

特
別
支
援
学
校
・
学
級

適
切
な
教
員
等
配
置

適
切
な
教
員
等
配
置

特
別
支
援
学
校
・
学
級
等

へ
の
教
員
等
の
適
切
な
配
置

を
求
め
る
意
見
書
が
、
95
件

で
最
多
だ
っ
た
。

意
見
書
で
は
、
医
療
ケ
ア

を
含
め
た
特
別
支
援
教
育
が

必
要
な
子
ど
も
の
増
加
や

様
々
な
障
害
の
あ
る
児
童
生

徒
に
的
確
に
対
応
し
た
教
育

を
実
現
す
る
た
め
、
特
別
支

援
学
校
・
学
級
等
へ
の
教
員

等
の
適
切
な
配
置
に
向
け
、

財
政
措
置
を
含
め
た
特
段
の

措
置
を
要
望
し
て
い
る
。

具
体
的
な
要
望
事
項
と
し

て
①
特
別
支
援
教
育
支
援
員

の
適
切
な
配
置
②
特
別
支
援

教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の

適
切
な
配
置
③
看
護
師
等
の

専
門
家
の
適
切
な
配
置
④
特

別
支
援
学
校
の
セ
ン
タ
ー
的

機
能
の
強
化
⑤
特
別
支
援
教

育
デ
ジ
タ
ル
支
援
員
（
仮

称
）
の
配
置
⑥
特
別
支
援
学

校
教
諭
免
許
状
の
取
得
支
援

―
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

義

務

教

育

費

義

務

教

育

費

国
庫
負
担
制
度
堅
持

国
庫
負
担
制
度
堅
持

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制

度
の
堅
持
を
求
め
る
意
見
書

は
81
件
。

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制

度
は
、
自
治
体
の
教
職
員
安

定
的
確
保
の
た
め
に
、
教
職

員
の
給
与
の
一
部
を
国
が
負

担
す
る
制
度
。

意
見
書
で
は
、
教
育
の
機

会
均
等
確
保
の
た
め
、
制
度

の
堅
持
を
求
め
て
い
る
。
こ

の
ほ
か
、
多
く
の
意
見
書
が

少
人
数
学
級
の
推
進
、
国
に

お
け
る
令
和
6
年
度
教
育
予

算
拡
充
、
教
職
員
定
数
改
善

を
併
せ
て
要
望
し
て
い
る
。

地
方
財
政
の
充
実・強
化

地
方
財
政
の
充
実・強
化

地
方
財
政
の
充
実
・
強
化

は
72
件
。

意
見
書
で
は
、
昨
今
、
地

方
公
共
団
体
に
求
め
ら
れ
て

い
る
役
割
が
極
め
て
多
岐
に

わ
た
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
地
域
公
共
サ
ー
ビ
ス

を
担
う
人
員
は
不
足
し
、
さ

ら
に
感
染
症
対
策
や
大
規
模

災
害
対
策
も
迫
ら
れ
て
い
る

現
状
を
指
摘
し
て
い
る
。

そ
の
上
で
、
意
見
書
で
は
、

令
和
６
年
度
の
政
府
予
算
と

地
方
財
政
の
検
討
に
当
た
っ

て
歳
入
・
歳
出
を
的
確
に
見

積
も
り
、
地
方
財
政
の
確
立

を
目
指
す
よ
う
、
①
地
方
一

般
財
源
総
額
の
確
保
②
地
方

単
独
事
業
分
も
含
め
十
分
な

社
会
保
障
経
費
の
拡
充
、
人

材
確
保
に
向
け
た
自
治
体
の

取
り
組
み
へ
の
財
政
措
置
③

地
方
交
付
税
の
法
定
率
引
き

上
げ
な
ど
に
よ
る
臨
時
財
政

対
策
債
に
頼
ら
な
い
地
方
財

政
の
確
立
、
地
域
間
の
財
源

偏
在
性
の
是
正
④
「
地
方
創

生
推
進
費
」
の
恒
久
化
⑤
森

林
環
境
譲
与
税
の
現
行
の
譲

与
基
準
見
直
し
―
な
ど
を
要

望
し
て
い
る
。

少
人
数
学
級
の
推
進
を
求

め
る
意
見
書
が
42
件
。

意
見
書
で
は
、
中
学
校
お

よ
び
高
等
学
校
で
の
35
人
学

級
の
実
施
、
更
な
る
少
人
数

学
級
に
つ
い
て
の
検
討
を
要

望
し
て
い
る
。

少
人
数
学
級
の
推
進

少
人
数
学
級
の
推
進

教
育
予
算
拡
充

教
育
予
算
拡
充

国
に
お
け
る
令
和
６
年
度

教
育
予
算
拡
充
に
関
す
る
意

見
書
が
42
件
。

意
見
書
で
は
、①
災
害
か
ら

の
教
育
復
興
に
係
る
予
算
の

拡
充
②
小
中
学
校
の
教
職
員

定
数
改
善
計
画
の
早
期
策
定・

実
現
③
義
務
教
育
教
科
書
無

償
制
度
の
堅
持
④
就
学
援
助

や
奨
学
金
事
業
に
係
る
予
算

の
拡
充
⑤
総
合
型
地
域
ク
ラ

ブ
の
育
成
等
、子
ど
も
た
ち
が

地
域
で
活
動
で
き
る
環
境・条

件
の
整
備
⑥
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
や
、
洋
式・多
目
的
ト
イ
レ
、

空
調
設
備
設
置
等
の
公
立
学

校
施
設
整
備
費
充
実
⑦
Ｇ
Ｉ

Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
の
推
進

―
な
ど
を
要
望
し
て
い
る
。
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会長就任挨拶
	 全国市議会議長会会長
	 坊 　 恭 寿
	 全国町村議会議長会会長
	 渡 部 孝 樹

巻頭言
■ 「議員間討議/合意形成」文化私観
	 公益財団法人日本生産性本部上席研究員
	 千 葉 茂 明

■ 特集
▶ 「議員間討議」は「対話」から
	 青森大学社会学部教授
	 佐 藤 　 淳

▶ 市民の元気を作る「歩く民主主義」
㈱Ｔサポート代表取締役/沖縄国際
　大学研究員・元徳島市議会議員
	 村 上 　 稔

▶ 地方議会において本当に大切なもの
	 法政大学兼任講師
	 岡﨑加奈子

■	現地報告
鹿児島県知名町／Ｚｏｏｍ勉強会で
議員間の合意形成を
	 知名町議会副議長
	 外 山 利 章
島根県浜田市・江津市/議員間の
合意で「一部事務組合」を大改革！
	 浜田地区広域行政組合議会議長
	 牛 尾 　 昭
大分県中津市／中津市の「議員間
の合意形成」の現在
	 中津市議会議長
	 相 良 卓 紀

議員間合意のつくりかた
特　集

共同編集：全国市議会議長会・全国町村議会議長会

A４判・68頁・定価831円（年間購読料 9,972円）
議員研修誌 月刊 地方議会人 2023

9 １月号	 持続的に発展する日本へ
２月号	 デジタル化は誰のため？
３月号	 地方の視点から見てみよう、新年度政府予算
４月号	 こども政策の新展開　
５月号	 政策づくりのポイントとは？　
６月号	 さまざまな人材を、地方議会へ！
７月号	 防災マネジメント　関東大震災から 100 年　
８月号	 統一地方選・検証

2023 年バックナンバー覧 その他の年は
こちら！▶▶　

■ 特集
▶ 地方議員の政策づくり、6つの戦略

「政策に強い議員」 をめざそう／礒崎初仁
■ 現地報告　岩手県奥州市議会
▶ 民意実現のためにスピード重視の政策へ／菅原由和
▶ 宮田村むらづくり基本条例に基づき
　 持続的な議会改革を／天野早人
■ 連載（議会運営講座） 
▶ 一般質問パワーアップ・ブック
　 いかに政策に結びつけるか／牛山久仁彦
■ 連載（広報・研修資料） 
▶ 議会広報紙を見やすく、わかりやすく／吉村　潔

「月刊 地方議会人」サンプル版ではデジタルブッ
クで地方議会議員・議会事務局の方々に好評の特
集、現地報告 2本、連載 2本を「無料」で読むこと
ができます！デジタルブックサンプル版の内容は
下記のとおりです。

サンプル版は
こちら！▶▶　「月刊 地方議会人」デジタルブック

サンプル版はじめました！

※ 過去の特集・連載など必要な号だけのご注文もできます。

お気軽にお問合せください
TEL  03 ― 3264 ― 2520 メールでのお問い合わせはこちら

9:30 ― 17:30（土・日・祝日除く）受付
時間

〒102-0082
東京都千代田区一番町25番地
全国町村議員会館3F

株式会社  中 央 文 化 社
http://chuobunkasha.com/

▶

ご購入に際しての「お申し込み」

中央文化社のホームページよりお申し込みください

収 益 は 自 治 体 財 源 に収 益 は 自 治 体 財 源 に

市 区 町 村

受 託 銀 行 等

収益金
委 託

購入者（住民）

購 入
当せん金

都道府県（発売元）

交付金

各 都 道 府 県
市町村振興協会

交付金

ハロウィンジャンボ宝くじ及び
クイックワン 9月発売分の流れ

資料：一般財団法人 全国市町
村振興協会ホームページより

住
民
の
福
祉
増
進

当 せん 金として
当選者に支払わ
れます

市町村の振興の
ために使われます

46.3%
(493億円）

36.5％
（388億円）

収益金当せん金

宝
く
じ
売
上

の
中
身1.2％（12 億円）

社会貢献広告費

16.0％（170 億円）
印刷経費、売りさば
き手数料など

一般財団法人 全国市町村振興協会ホー
ムページより

市町村振興宝くじ売上の中身
（令和４年度）

令和4年度 発売実績額･････ 1,063億円
（内訳）

サマージャンボ宝くじ････････ 535億円
サマージャンボミニ･････････ 131億円
ハロウィンジャンボ宝くじ･････ 278億円
ハロウィンジャンボミニ････････ 94億円
クイックワン8月発売回号分･･･ 14億円
クイックワン9月発売回号分･･･ 11億円

いつでも買える。
秒で結果でる。
ネット専用宝くじ！

ゲ
ー
ム
に
チ
ャ
レ
ン
ジ

ス
キ
マ
時
間
を
チ
ャ
ン
ス
に

ス
キ
マ
時
間
を
チ
ャ
ン
ス
に

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
用
全

国
自
治
宝
く
じ
「
ク
イ
ッ
ク

ワ
ン
」
。昨
年
4
月
か
ら
発

売
が
開
始
さ
れ
た
商
品
で
、

令
和
5
年
9
月
1
日
か
ら
30

日
の
間
に
発
売
さ
れ
た
分
に

つ
い
て
は
、新
市
町
村
振
興

宝
く
じ（
ハ
ロ
ウ
ィ
ン
ジ
ャ

ン
ボ
）分
と
し
て
、そ
の
収
益

金
が
各
都
道
府
県
の
市
町

村
振
興
協
会
を
通
じ
て
市
区

町
村
に
交
付
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
る（
左
図
）。

令
和
4
年
度
に
お
け
る
ハ

ロ
ウ
ィ
ン
ジ
ャ
ン
ボ
宝
く
じ
、

サ
マ
ー
ジ
ャ
ン
ボ
宝
く
じ
及

び
ク
イ
ッ
ク
ワ
ン
８・９
月
発

売
回
号
分
に
つ
い
て
は
、売
上

金
の
う
ち
36
・
5
％
が
市
区

9
月
の
ゲ
ー
ム
は
、「
深

海
探
索
」「
ク
レ
ー
ン
ゲ
ー

ム
」「
ク
エ
ス
ト
攻
略
」「
数
字

de
パ
ズ
ル
」「
釣
り
」
の
5
種

類
で
、
１
等
当
せ
ん
金
額
は

ゲ
ー
ム
毎
に
異
な
り
、「
深
海

町
村
（
政
令
指
定
都
市
を
除

く
）
に
交
付
さ
れ
て
お
り
、地

方
自
治
体
の
貴
重
な
自
主
財

源
と
し
て
、さ
ま
ざ
ま
な
公
益

事
業
に
活
用
さ
れ
て
い
る
。

探
索
」
＝
1000
万
円
、「
ク
レ
ー

ン
ゲ
ー
ム
」＝
1500
万
円
、「
ク
エ

ス
ト
攻
略
」
＝
100
万
円
、「
数

字
de
パ
ズ
ル
」
＝
200
万
円  
、

「
釣
り
」
＝
10
万
円
と
な
っ
て

い
る
。

http://chuobunkasha.com/%e3%81%9d%e3%81%ae%e4%bb%96%e3%82%b5%e3%83%bc%e3%83%93%e3%82%b9/
http://chuobunkasha.com/%e3%81%9d%e3%81%ae%e4%bb%96%e3%82%b5%e3%83%bc%e3%83%93%e3%82%b9/
http://chuobunkasha.com/%e3%81%9d%e3%81%ae%e4%bb%96%e3%82%b5%e3%83%bc%e3%83%93%e3%82%b9/
https://saas.actibookone.com/content/detail?param=eyJjb250ZW50TnVtIjozMjExOTN9&detailFlg=1&pNo=1
https://saas.actibookone.com/
https://saas.actibookone.com/content/detail?param=eyJjb250ZW50TnVtIjozMjExOTN9&detailFlg=1&pNo=1
https://saas.actibookone.com/content/detail?param=eyJjb250ZW50TnVtIjozMjExOTN9&detailFlg=1&pNo=1
http://chuobunkasha.com/%E3%81%8A%E5%95%8F%E3%81%84%E5%90%88%E3%82%8F%E3%81%9B/
http://chuobunkasha.com/%E3%81%8A%E5%95%8F%E3%81%84%E5%90%88%E3%82%8F%E3%81%9B/
http://chuobunkasha.com/
http://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
http://chuobunkasha.com/%e6%9b%b8%e7%b1%8d%e3%81%94%e6%b3%a8%e6%96%87/
https://www.jmdc.jp/
https://www.jmdc.jp/
https://www.jmdc.jp/
https://www.jmdc.jp/
https://www.takarakuji-official.jp/brand/quickone/?utm_source=google&utm_medium=cpc&utm_campaign=2023ec&utm_content=quickone_2308_kwqo&gad=1&gclid=EAIaIQobChMImbS6s-6ogQMVow97Bx1uWAq6EAAYASAAEgLgvPD_BwE


令和 5年 9月 15日号（6）第 2240 号 全 国 市 議 会 旬 報

全国市議会議員互助会は、全国の市区議会議員の相互の交流親睦を深め、相互扶助を行うことを目的に、
任意加入の保険として、疾病やケガによる入院・手術を補償する「全国市議会議員医療保険制度」等の事業を
行っています。

本制度は団体割引20％が適用されているため、通常より割安な保険料にて補償を提供しています。毎月の
保険料は、年齢別に区分されていますが、補償内容は一律となっています。

23TC-003598

資料をご希望の方は、全国市議会議員互助会までお気軽にお問合せください。☎ ０３－３２６２－５２３３

本制度は、市区議会議員の皆様が万が一疾病を患っ
たり、ケガを負ったり、がんの治療、介護状態となっ
た際のサポートをする安心の医療保険制度です。
医療・がん補償は、単独でも加入できるほか、介護補

償を付帯することもできます。

「医療補償」「がん補償」「介護補償」を団体割引にて
ご提供！

加入に際して医師の診査は不要で、健康状態の告知
のみで加入できます。
介護補償では、健康状態告知書の告知対象疾病を大

幅に簡素化するなど引き受け条件が緩和され、加入し
やすくなりました。

加入時の医師の診査は不要！　介護補償では告知書を
大幅に簡素化して加入条件を緩和！

全
国
市
議
会
議
員
医
療
保
険
制
度
の
概
要

補 償 内 容

Ⓓ一時金払介護補償

●要介護2
　以上の認定

Ⓔ年金払介護補償

●要介護3
　以上の認定

Ⓐ医療補償
●入院
●手術
●放射線治療
●総合先進医療

HOSPITAL

Ⓒがん補償
（入院・手術・通院・抗がん剤治療）

●がん入院・手術
●がん通院
●抗がん剤治療

②がん特約
（がん生活支援特約）
●所定の治療

①がん特約
（がん再発転移補償特約）
●がんの診断確定

Ⓑがん補償（診断保険金）

●がんの
　診断確定

Ⓐ
医
療
（
疾
病
・
傷
害
）

入 院 病気やケガで入院したときに１日目から保険金をお支払いします。 入院保険金日額 1万円

手 術

病気やケガで手術をしたときに保険金をお支払いします
（傷の処置、切開術（皮膚、鼓膜）、抜歯等お支払いの対象外
の手術があります。）。
また、時期を同じくして 2 種類以上の手術を受けた場合には、
いずれか 1 種類の手術についてのみ保険金をお支払いします。

重大手術 40万円
重大手術以外で
入院中の手術 10万円
重大手術以外で
入院中以外の手術 5万円

放射線治療 病気やケガで放射線治療を受けたときに保険金をお支払いします。 10万円
総合先進医療 病気やケガで先進医療を受けたときに保険金をお支払いします。 実額払（上限700万円）
総合先進医療
一 時 金

総合先進医療基本保険金が支払われる先進医療を受けたときに
保険金（一時金）をお支払いします。 10万円

B
が
ん

がん診断
がんと診断確定されたときに保険金（一時金）をお支払いします。
なお、継続前契約で既に診断確定されたがんが一旦治ゆした後の 
再発・転移や、新たながんが生じたときでも保険金をお支払いします。

100万円

Ⓒ
が
ん

がん入院
手 術

がんで入院（日帰り入院も含みます。）や所定の
手術をしたときに保険金をお支払いします。

入院保険金日額 7千円
7万円・14万円・28万円

がん通院
がんで通院したときに、保険金をお支払いします。
• 三大治療（手術、放射線治療、抗がん剤治療）に該当する通院…支払限度日数：無制限
• 三大治療以外の通院…支払限度日数：425 日

通院保険金日額 5千円

抗がん剤治療 がんで抗がん剤治療を受けたときに保険金をお支払いします。 5万円

❶
❷
が
ん
特
約

がん再発転移
がんで所定の治療を受けた後、治療を受けたがんが再発または転移 
したと診断確定されたときは、治ゆや最終の診断確定日からの期間に
かかわらず保険金をお支払いします。

100万円

がん生活支援
以下の場合に、毎年1回、最大で10年間(10回)にわたり保険金を 
お支払いします。
①がんと診断確定されたとき ( 第 1 回がん生活支援保険金 )
②てん補期間中に、がんの治療を直接の目的として毎年所定の治療を受けたとき
　（第 2 回以後がん生活支援保険金）

1回目 5万円

2回目以降 30万円

Ⓓ
E
介
護

一時金払
介護補償

公的介護保険制度に基づく要介護２以上の認定を受けた場合に保険金
（一時金）をお支払いします。 300万円

年 金 払
介護補償

保険の対象となる方が公的介護保険制度に基づく要介護 3 以上に
なった場合に、最初に要介護状態となった日から毎年 1 回、その日を
含めて最大で 10 年間（10 回）にわたり保険金をお支払いします。

60万円
（年額）

本内容は団体総合生活保険の概要をご紹介したものです。ご加入にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。
【お問合せ先】〈取扱代理店〉(有)都市企画センター 03-5261-8539　〈引受保険会社〉東京海上日動火災保険株式会社 03-3515-4147  2023年９月作成

手術保険金額（手術の種類により）

（団体総合生活保険）
全国市議会議員医療保険制度のご案内

保 険 期 間  令 和 6 年 1 月 1 日 か ら 1 年 間

中途加入も随時受付

新規・更新ともに医療・がん補償は89歳まで加入でき
ます。一時金払介護補償は84歳、年金払介護補償は79
歳まで加入ができます。議員本人と併せて配偶者の方
も加入することができます。介護補償は、両親・兄弟等、
議員本人と同居の親族も加入することができます。
また、議員の退職時に継続して加入できます。

配偶者も加入可能！
退職時に継続加入できます！

保険期間は１月1日から　中途加入も随時受付
インターネットで簡単にご加入手続が可能に！
保険期間は、毎年１月１日午後４時からの１年間で、中

途加入のお申し込みも随時受け付けています。
今年からは、インターネットで簡単にご加入やプラン

変更の手続ができるようになりました。
詳しくはパンフレット(令和 5年 9月11日付にて各

市区議会事務局に送付 )をご覧ください。

団体割引
20％適用

被保険者全員に
適用されます！

インターネットで
簡 単 申 込 ！

https://www.si-gichokai.jp/news/info/r05/1206255_3125.html
https://www.si-gichokai.jp/news/info/r05/1206255_3125.html
http://ezoo.jp/ds2/A000721000012401

